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戦没者遺族運動にみる戦後平和論の転回
―「戦没者」の再評価と反戦・平和の解体―
今井 勇
本研究は、敗戦とその後の占領政策にともなう強い喪失感の中から形成された戦没者遺
族運動が、独自の物質的・精神的処遇改善を実現していくために、運動そのものの求心力
の源泉として求めた「戦没者」像の再評価過程を対象として分析を試みた。そして、再評
価過程の分析によって明らかとなった「戦没者」像の批判的検証を通じて、遺族運動内部
の問題としてとどまることのない、平和憲法体制下の戦後日本における反戦・平和の実相
を解明することを本研究の課題として設定した。なお、本研究では敗戦後の戦没者遺族運
動の展開に主導されることによって広く国民が共有することとなる没個性的な集合体イメ
ージとして「戦没者」の表記を使用し、その運動主体である戦没者遺族（遺族）や具体的
な戦争死者としての戦没者には、混同を避けるために「」を使用していない。
以上の課題を明らかにするため、本研究では二つの分析視角を用いた分析をおこなった。
第一の分析視角は「犠牲」というキーワードが内包する二つの論理の明確化である。遺族
運動の中では「犠牲者」としての位置づけが多用されるが、積極的な肯定的評価を与えよ
うとする場合には貢献的犠牲として、受動的な災禍として強調される場合には受難的犠牲
として分化することにより、両者の差異と意味転化の様相を、運動の展開状況に応じて分
析することが可能となった。第二点目は、戦後保守勢力と革新勢力が展開した「戦没者」
評価、反戦・平和論の共通性への注目である。これまでの先行研究においては、冷戦構造
の深刻化の過程での対抗勢力として分析が進められてきたが、表面的な対立構造に覆い隠
された両者の共通性を明らかにすることによって、保革対立の構図を超えた戦後日本社会
総体としての反戦・平和論の限界について明らかにすることが可能となったといえる。
本研究では主に、遺族運動の中心組織である日本遺族会の機関紙『日本遺族通信』と、
日本遺族会によって編集された様々な刊行物、さらに日本遺族会を構成する地方遺族会の
機関紙および刊行物を主要史料として、当事者の証言も得ながら分析を試みた。また、遺
族運動にとどまらない同時代の「戦没者」像を対象化するため、靖国神社関係機関紙や千
鳥ヶ淵戦没者墓苑建設をめぐる国会審議資料等も分析の対象とした。
第一章「戦没者遺族運動の出発と戦後国家への志向」では、戦没者遺族の組織化におい
て先駆的役割をはたした戦争犠牲者遺族同盟（以下、遺族同盟）に注目して分析を試みた。
敗戦後の大きな混乱の中からの始動を余儀なくされた遺族同盟は、主に戦争未亡人を中心
として組織化が進められた。その組織名においても戦争犠牲者が明示されたとおり、遺族
同盟は戦没者遺族＝犠牲者としての自覚を重視し、受難者と貢献者の相違を明確に示すこ
とによって、殉死報国を否定し、戦争憎悪、戦争反対の運動方針を打ち出していた。つま
り、遺族同盟は占領下における戦没者遺族の組織化を可能とするために、「戦没者」が戦
争による犠牲者であることを明確に打ち出し、さらには戦争による犠牲の意味には二種類
存在し、受難者としての評価と貢献者としての評価は峻別される必要性まで言及していた
といえる。
しかし、戦争未亡人を中心として組織された遺族同盟は、生活擁護闘争を運動の主軸と
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して掲げ、同時期に高揚した共産党・社会党を中心とした革新勢力による民主統一戦線へ
の関心を強めたため、組織内部の批判が高まった。そして、第二回地方代表者会議におい
て日本共産党員による「天皇制廃止」のアジテーション演説を契機として分裂状態に陥り、
遺族同盟が主導する全国組織化は頓挫することになったのである。そこに、遺族同盟の左
傾化傾向に対する強い反発があったことは間違いないが、それに加え、「夫や父や兄弟や
倅が犬死にとなつてしまつて精神的矜持が崩れ落ちた」といったような、「戦没者」の位
置づけを受難者の側面に限定させようとした遺族同盟の方向性が受け容れられなかったこ
とが底流として存在していたことを見落としてはならない。
その一方で、遺族同盟における分裂騒動後、新たな全国組織化に向けた動きの求心力と
なったのが天皇の存在であった。敗戦後も存続を認められた天皇の存在によって、日本国
家の連続性が証明され、その連続性を根拠として戦没者遺族運動は国家補償を求める正当
性を主張することが可能となったといえる。さらに、天皇の存在によって日本国家の連続
性が守り得たということが「戦没者」の功績として位置づけられることにより、「戦没者」
に対して国家の連続性を守った貢献者としての再評価を可能にする道が開かれたというこ
とができる。
第二章「犠牲者＝受難者としての「戦没者」と反戦・平和」においては、全国組織とし
て成立した日本遺族厚生連盟（以下、厚生連盟）が直面した、占領軍からの厳しい警戒・
監視の下での活動内容の変化を明らかにした。全国組織の結成当初、「誉レノ遺族トシテ
ノ矜持」を重視し、戦没者遺族としての特別な援護を求めた厚生連盟であったが、組織と
しての財団法人申請がＧＨＱの意向で却下されることとなり挫折を余儀なくされる。その
結果、占領下における遺族運動はＧＨＱ指令に反しない範囲でおこなう必要性が痛感され、
以後はそれまでの方針を大きく転換していくことになった。具体的には、戦没者遺族の特
殊性について、誰よりも戦争の罪悪を痛感させられた犠牲者＝受難者としての側面が強調
されるようになり、一方で「戦没者」の位置づけもまた「多く国家の強制による公務」で
あったことが強調され、共に受難者としての立場から国家補償を求める論理が展開される
ようになる。それは、先の遺族同盟によって示された「戦没者」像と共通するものではあ
ったが、その中で示されるようになった「戦没者」を「新しい平和日本の礎」とする位置
づけは、日本国家の連続性を前提とした単なる受難者としての評価を克服する新たな可能
性を示すものとなったと考えられる。
そして、そのような遺族運動による「戦没者」像の模索は決して孤立したものであった
わけではなく、廃止の危機に直面した靖国神社からも、同様に受難者としての「戦没者」
像、そして新しい平和国家との関係性が示されていたのであった。そこでもまた、「戦没
者」の受難者としての側面だけではなく、「戦没者」を平和国家建設の理想と結びつける
ことによって、貢献者としての評価の可能性が示されており、そこに敗戦を経た占領下に
おいて保守勢力が守ろうとした「戦没者」像を読み取ることができるといえる。
そして、以上のような占領下における「戦没者」像の模索は、講和・独立直前に繰り返
された愛国心論争と結びつき、再び求められる愛国心の象徴的存在として「戦没者」が位
置づけられるようになっていく。その過程を第三章「受難者から貢献者へと転換する「戦
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没者」」において明らかにしたが、占領下における愛国心論争では、保守・革新両陣営の
代弁者がそれぞれの論理で定義した愛国心の正当性をめぐって論争が繰り広げられたが、
愛国心そのものの可否を問う主張は皆無であったといえる。そのような中で、遺族運動の
中から「戦没者」の示した愛国心こそ独立後の日本に不可欠となる愛国心であったとの主
張が展開されるようになり、それは同時期に進められた再軍備政策においても無視し得な
い存在となっていった。そして、独立直後の政府主催「全国戦没者追悼式」において、首
相をはじめとする政府関係者から「戦没者」が公式に「平和の礎」として位置づけられ、
はじめて戦後日本の平和をもたらした貢献者としての評価が成立したといえる。
その一方で、同じく「全国戦没者追悼式」をめぐる報道の中で、敗戦後「戦没者」を想
い平和を願い続けた天皇の姿が象徴的に扱われ、占領下における戦没者遺族の労苦と結び
つけられて描かれるようになる。その結果、戦没者遺族と天皇は共に占領政策による受難
者として位置づけられるようになり、両者の存在が相互補完的に、誰よりも平和を願い日
本再建を願う存在として位置づけられるようになったと考えられる。そこには、単なる戦
没者遺族への共感の形成のみならず、戦後平和天皇像の形成過程をも読み取ることができ
るのではないだろうか。
そして、以上のような過程で「平和の礎」として確立された「戦没者」像は、独立後に
建設の決まった「無名戦没者の墓」（現在の千鳥ヶ淵戦没者墓苑、以下「墓苑」）をめぐ
る議論を通じて、より具体的な評価軸が示されるようになる。それは「墓苑」に納められ
るべき「戦没者」の範囲について交わされた議論から明らかになるが、第四章「戦没者遺
族の世代間格差克服の試みと英霊精神の再生」における分析では、その議論が保守・革新
両陣営の対立構図を超えて、「戦没者」の「国家への献身」についての肯定的評価が共有
された点に注目した。そこでは、戦争に対する評価を回避することで保革両者の「戦没者」
像共有が可能となったといえるが、それは占領下において靖国神社によって示された「戦
没者」像と共通するものであったといえる。そして最終的には、戦争における死者（軍人
・軍属のみならず民間人も含めて）は等しく「国家への献身」として評価することができ
るとの主張が社会党議員から示されることで、もはや「戦没者」は受難者としての存在か
ら、「国家への献身」こそが基準となる貢献者としての存在へと、その位置づけを変化さ
せていったといえる。さらに、1956 年に提出された自民党、社会党それぞれの靖国神社
法案においても、「戦没者」の「国家への献身」が共通して自明のものとなり、それに対
する「国民の感謝と尊敬の念」を求める論理が示されることになったのである。つまり、
戦没者遺族運動によって主導された「戦没者」像の再評価は、広く国会の場においても共
有されるに至り、保革両者の対立を超えて、受難者としての側面から貢献者としての側面
が評価されるようになっていったということができる。
そして、受難者から貢献者へと「戦没者」像が変化していく中で、遺族運動内部では「戦
没者」の「国家への献身」こそ時代を超えて継承されるべきものであるとの見解が明確に
示されるようになり、具体的には「戦没者」の犠牲的精神や英霊精神というものが強調さ
れるようになる。しかし、そのような「戦没者」像に対して、戦没者遺児から単なる戦前
回帰ではないかとの批判が示されたのであった。その結果、遺族運動の次世代を担う遺児
世代への対応として、「英霊精神に関する報告書」（以下、「報告書」）がまとめられたの
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であったが、その「報告書」で示された「戦没者」像こそ、敗戦後の遺族運動によって再
評価の進められた「戦没者」像の到達点であったといえる。そこでは「戦没者」の存在が
戦争の評価と切り離され、国家の「難局に当り、尊い身命を犠牲にした」存在として位置
づけられる。そして、そのような「戦没者」の精神＝英霊精神は「自然発生的な素朴な感
情」として愛国心の核となるものとされ、戦後日本の享受する「平和と民主主義」を守る
ためにも英霊精神の継承が必要であるとの結論が示されたのである。ここに至り、「戦没
者」は国家の危機に際して生命をかけて献身した貢献者として純化され、その精神は時代
を超えて継承されるべきものであり、「平和と民主主義」を基調とする平和憲法体制下に
おいても矛盾するものではないことが、遺族運動によって明らかにされたといえる。
しかし、「戦没者」の「国家への献身」が「平和と民主主義」と矛盾するものではなか
ったことが明らかにされた一方で、「報告書」の中では同じく平和憲法の掲げる反戦や戦
争放棄の論理との整合性が明らかにされることはなかった。その反戦・戦争放棄の不在こ
そが、戦争行為そのものを否定し、いかなる理由によっても戦争への荷担を認めない反戦
の論理と、再評価された「戦没者」像との間に存在した決定的な矛盾であったということ
ができます。
その矛盾を明らかにし、遺族運動によって示された「戦没者」像の限界を克服するため、
第五章「兵士・戦没者・遺族をめぐる劇作家三好十郎の視線」においては、一貫して兵士
・戦没者・遺族に注目することで独自の反戦・平和論を確立した劇作家・三好十郎の分析
をおこなった。
プロレタリア作家として出発した三好は、当初、殺し・殺される存在としての兵士を発
見し、戦没者やその遺族が「国民では無かった」ことを明らかにして戦争批判を展開した。
しかし、マルクス主義との訣別の果てに「あるがままの現実」として戦争を受容するに至
った三好は、兵士や戦没者、その遺族による自己犠牲の姿に全幅の信頼を寄せることで、
主体的な戦争協力へと踏み込むことになったのである。しかし、その間に三好によって描
かれた兵士や戦没者、遺族の姿は、自己犠牲的側面ばかりが強調される純化された理想像
に過ぎず、そのことへの反省が敗戦後の反戦・平和論の確立へと結びつくことになったと
いえる。
敗戦後の三好は、兵士や戦没者、遺族を純化して描くことによって自らが戦争協力へと
陥るに至った過程を明らかにすることにより、再び戦争協力に陥ることのない拠り所を、
戦没者遺族の存在を通じて示そうとしたのである。そこでは、戦争の勝敗とは別に戦没者
の受難、貢献を純化することで肯定的な評価を可能にしようとする主張に対して、「何故
生きて私たちの許へ帰って来て下さらなかった」との遺族の叫びを対置することによって、
「戦没者」像の再評価を拒絶したのである。さらに、徹底した反戦、戦争放棄を貫くため
には「国を守るため」の戦争をも否定せざるを得ず、そのためには「戦没者」像の中核で
ある「国家の献身」、「国のため」の論理をも拒否しなければならないことを劇作を通じ
て明らかにしたのであった。
そして、そのような「戦没者」像の内包した決定的な矛盾、つまり「平和の礎」として
位置づけられながらも反戦や戦争放棄を徹底し得ない矛盾が、共に平和への願いを高唱し
ながら、決して「国家への献身」、「国のため」を否定することのない保革両陣営の政治
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的立場に支えられるものであったことを鋭く追及したのも三好の重要な役割であったとい
える。
そのような三好十郎の分析と確立された「戦没者」像の対比によって、本研究の課題と
して設定した、戦争放棄が明記された平和憲法体制下にありながら平和を守るための再軍
備が進められ、戦争さえも受容する「国家への献身」の必要性が当然の如く説かれるとい
う、まさに反戦と平和の乖離、平和憲法の空洞化という戦後日本における反戦・平和の現
状と課題を明らかにし得たと考えられるのである。
以上のような本研究の成果を確認しながら、本研究における分析を通じて得られた課題
と展望を終章において明らかにした。
戦没者遺族運動において再評価された「戦没者」像は、その後 1960 年代の靖国神社国
家護持運動などを通じて積極的に発信されていくことになる。その際に、中央組織である
日本遺族会と各地方組織がそれぞれに果たした相互補完的役割は、組織内における「戦没
者」像の共有過程、そして組織外部への発信経路を明確に示すものであったといえる。な
かでも、強力な保守系候補者の支持母体となり、多くの国会議員や地方議員を輩出した遺
族運動において、国会議員と地方議員の連携、そして各地方議会における様々な議論の詳
細については、今後も明らかにしていきたい。
その一方で、靖国神社国家護持運動が全国的に展開される中で、それに反対する動きが
「キリスト者遺族の会」として遺族運動内部から形成されたことは注目に値する。そのよ
うな動きが、戦没者遺族として国家との対峙を明確に意識する運動となっていったのか、
そして「国家への献身」の絶対性を克服する新たな「戦没者」像の模索へとつながったの
かについての分析は継続的な分析課題としたい。
さらに、そのような「国家への献身」との対峙こそが揺るぎない反戦・平和の実践にお
ける核心であることを示した三好十郎や、同じく、国家への抵抗こそが真の愛国心の姿で
あると断言した経済学者・大熊信行の分析は、「国家への献身」を対象化するために多く
の示唆を与えてくれるものであったといえる。
しかし、人間生命の再生産を機能とする家族に国家の対極をなす価値を発見した大熊は、
その家族の集合体としての民族＝「単一民族」としての日本民族に国家解体後の結束を期
待するに至り、自家撞着に陥ったといわざるを得ない。それに対して、あくまで臆病者の
エゴイズムに依拠しようとした三好の反戦・平和論は、その実践面における知識人と大衆
の断絶という課題を残しながらも、「国家への献身」の対象化に向けた展望を示すもので
あったと考えられる。
